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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第13期

第３四半期

累計期間

第14期

第３四半期

連結累計期間

第13期

第３四半期

会計期間

第14期

第３四半期

連結会計期間

第13期

会計期間
自　平成21年4月1日

至　平成21年12月31日

自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日

自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 2,712,2322,903,117915,099994,5863,641,570

経常利益 （千円） 98,534 92,388 32,386 25,328 123,772

四半期（当期）純利益 （千円） 52,040 45,732 16,371 10,696 60,806

純資産額 （千円） － － 614,845676,015625,107

総資産額 （千円） － － 1,323,6011,696,6441,372,447

１株当たり純資産額 （円） － － 8,419.628,918.978,540.25

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

（円） 716.12 629.32 225.28 147.19 836.75

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） 714.36 608.55 223.40 143.24 831.86

自己資本比率 （％） － － 46.2 38.2 45.2

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 194,791 65,342 － － 248,001

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △11,864△466,695 － － △17,176

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △53,009 271,408 － － △69,326

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） － － 622,920518,099654,501

従業員数 （人） － － 59 65 60

(注) １　当社は、当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第13期第３

四半期累計（会計）期間及び第13期は提出会社の個別の経営指標を、当第３四半期連結累計（会計）期間は

連結経営指標等を記載しております。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人数であります。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更は

ありません。

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金

又は出資金
主要な事業の内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合

(％)

関係内容

 （連結子会社）

派蒙蜂巣停車場管理

（天津）有限公司

中華人民共和国

天津市 
12,339千円

駐車場管理運営、駐車場建

設、駐車場の企画・コンサ

ルティング 

65.0

役員の兼任　　２名

資金の援助　　なし

営業上の取引　なし

設備の賃貸借　なし

 （連結子会社）

派盟静態交通技術開発

（天津）有限公司

中華人民共和国

天津市 
15,000千円

駐車場及び都市交通に関

するコンサルティング、シ

ンクタンク、企画・建設、

駐車場管理運営

100.0

役員の兼任　　２名

資金の援助　　なし

営業上の取引　なし

設備の賃貸借　なし 

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名)
65
(366)

　

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名)
65
(365)

　

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

　　 該当事項はありません。

　

(2)　受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績は、次のとおりであります。

部門 　受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

コンサルティング 3,800 － 2,910 －

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　駐車場事業は、該当ありません。

３　当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比

較は行っておりません。

　

(3)　販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
　　至　平成22年12月31日）

物件数
(件)

構成比
(％)

車室数
(車室)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

前年
同四半期比
(％)

駐車場事業別 95 100.018,379100.0990,49699.6 －

　

運営受託 76 80.0 11,82264.3850,70885.5 －

管理受託 19 20.0 6,55735.7139,78814.1 －

その他 － － － － － － －

コンサルティング － － － － 4,0900.4 －

合計 95 100.018,379100.0994,586100.0 －

（注）１　駐車場管理運営事業の運営受託における当社の販売先は、不特定多数の駐車場を利用するユーザーであり、管

理受託の販売先は、駐車場のオーナーであります。

　　　２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３　運営受託とは、オーナーより駐車場を借り上げ、駐車場の経営自体を代行するサービスを言います。

　　　４　管理受託とは、オーナーに対し、当該駐車場の管理サービスを提供することを言います。

　　　５　駐輪場事業については、駐車場事業に含めております。

　　　６　当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較

は行っておりません。

　　また、当第３四半期連結会計期間における販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。

地域

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
　　至　平成22年12月31日）

車室数（車室） 金額（千円） 構成比（％）

関東地区 10,731 672,830 67.9

関西地区 6,820 273,288 27.6

その他地区 828 44,376 4.5

合計 18,379 990,496 100.0

２ 【事業等のリスク】

　

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告
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書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

当社は、当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より四半期財務諸表を作成しております。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資の低迷が依然続き、個人消費の落ち

込みなどによる景気停滞懸念、完全失業率の高止まり、円高の影響を受けた企業収益の停滞懸念など不安

要因はあるものの、アジアを中心とする旺盛な外需、経済政策の効果、企業業績の一部に持ち直しの兆し

が見えるなど明るい材料もあり、強弱が混在しており、景気の先行きが不透明な状況にあります。

当社グループの属する駐車場業界は、エコカー補助金の終了による駆け込み需要の反動減がみられる

なか、比較的底堅く推移いたしました。また、オフィスビルや商業施設等の施設内に設置された駐車場に

対する収益化需要も底堅く、当社においても運営・管理物件の拡大に努めました。

このような環境の中、当社グループの国内の活動においては、積極的営業展開を実施した結果、当第３

四半期連結会計期間中に、４現場571車室(駐輪車室72台は含まず）の新規現場を獲得致しました。

また、当第３四半期連結会計期間中には更なる安定的収益源の確保を進めるべく、当社が従前より運営

管理しておりました神奈川県横須賀市にある「サイカヤパーキング」を自己保有物件として取得してお

ります。

また既存現場においても、当第２四半期連結会計期間までに整備したユニット制導入の成果が出始め、

ユニット内の利益追求に対する責任体制が今まで以上に明確化し、各ユニットにおいて利益を極大化す

るための様々な売上増収施策、経費削減策を実施し、利益率が改善しております。

中国国内での活動においては、上海市において中国１号店となる「?洲国?大厦」における駐車場の管

理運営を受託するに至り、平成23年１月１日よりサービスを開始しております。

一方、販管費等の費用については、役員１名の増員、国内及び海外における営業範囲の拡大に伴う営業

人員の増員、中国への進出に向けた管理体制の整備や現地調査等による出張費、営業準備費用等の開業費

の増加等により、一時的に増加しております。

この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は994,586千円、営業利益は22,677千円、経常利益は

25,328千円、四半期純利益は10,696千円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

　資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は1,696,644千円、負債合計は1,020,629千円となり、純資産合

計は676,015千円となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、518,099千円となりました。

当第３四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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営業活動によるキャッシュ・フローは、25,933千円の収入となりました。これは主として税金等調整前

四半期純利益24,062千円、減価償却費22,085千円、賞与引当金の増加3,293千円、未払費用の増加3,007千

円等を収入として計上し、法人税等の支払額32,054千円を支出したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは445,332千円の使用となりました。これは主として、自己保有物

件として駐車場施設を購入したことを主要因とする有形固定資産の取得による支出444,371千円等によ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは289,780千円の収入となりました。これは主として長期借入金の

純増減294,168千円によるものであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第３四半期連結会計期間において、更なる安定的収益源の確保及び新たな駐車場サービスの研究開

発を目的に、自己保有の駐車場施設を獲得致しました。

当社グループといたしましては、当該駐車場施設において新たなサービスを試験的に導入していき、こ

れまで以上の有人サービス手法や駐車場付帯ビジネスを発展させ、事業の拡大に努めてまいります。

　

(7)　経営者の問題認識と今後の方針について

当第３四半期連結会計期間において、当社の経営者の問題認識と今後の方針に重要な変更及び新たに

生じたものはありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、提出会社において以下の設備を取得いたしました。

事業所名

（所在地）
設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（名）
建物及び

構築物

機械装置

及び

運搬具

土地

（面積㎡）

リース

資産
その他 合計

サイカヤ

パーキング

（神奈川県）

駐車場施設 258,729 －
142,633

（1,721㎡）
－ － 401,363

１

（9）

(注)１ 取得前は当社の管理運営物件として賃借していたため、取得後の増加能力については変更はありません。

　　２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人数であります。

　

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

第２四半期会計期間に計画中であった駐車場施設の取得につきましては、平成22年11月に完了いた

しました。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000

計 100,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 80,160 80,160
　東京証券取引所
（マザーズ）

当社は単元株制度は採
用しておりません。

計 80,160 80,160 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成21年６月23日　取締役会決議

　
第３四半期会計期間末現在

(平成22年12月31日)

新株予約権の数（個） 5,536（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 40

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,536（注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 8,951（注）３

新株予約権の行使期間
平成23年７月２日～
　平成28年７月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　8,951

資本組入額　4,476

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整する

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果生ずる１株の100分の1未満の端数については、これを切り捨てるも

のとする。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　又、当社が新設分割又は吸収分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、当社は必要と認める株式の数

の調整を行うことができるものとする。

３　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。当社がその他必要と認める株式の数の調整を行った場合も同

様とする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

EDINET提出書類

株式会社駐車場綜合研究所(E05715)

四半期報告書

 8/40



　　又、当社が、本発行要領の承認を決議した株主総会の終了後において、①本項に定める行使価額(但し本項に定め

る調整が既に行われている場合は調整後の金額を意味する。)を下回る１株当たりの払込金額での普通株式の

発行又は処分(株式無償割当を含む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株

式交換及び会社分割に伴うものを除く。)、②本項に定める行使価額を下回る１株当たりの取得価額をもって

普通株式を取得し得る潜在株式等(取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その

他その保有者若しくは会社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得る地位を

伴う証券又は権利を意味する。以下同じ。)の発行を行うとき(無償割当による場合を含む。)は、未行使の本新

株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
既存発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数× １株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

４　新株予約権の行使についての条件は、以下のとおりであります。

①  新株予約権の割当をうけた者は、権利行使時において、当社または子会社の取締役、監査役、従業員または顧

問、アドバイザー、業務委託その他の名目の如何を問わず当社または子会社との間で委任、請負等の継続的な

契約関係に有る者、または契約関係にある会社の役職員であることを要する。ただし、取締役会で特に承認し

た場合はこの限りでない。

②「新株予約権割当契約書」の定めに従い、当社の取締役会において新株予約権の消却を決議したときは、新株予

約権を行使できないものとする。

③ その他新株予約権の行使の条件は、当社と対象者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。

５　組織改編行為の際の取り扱い

　　会社が組織再編行為を行う場合は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割にお

ける承継会社若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式

会社に限る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付す

ることができる。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　 権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　 再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　 組織再編行為の条件等を勘案の上、第２項に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

　 組織再編行為の条件等を勘案の上、第３項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、第③号

に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

 　前記に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、前記に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

　 本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

⑦ 取締役会による譲渡承認について

　 新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年10月１日

～

平成22年12月31日

－ 80,160 － 158,703 － 135,703

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 7,490

完全議決権株式（その他） 普通株式 72,670 72,670 －

単元未満株式 　 － － －

発行済株式総数 　 80,160 － －

総株主の議決権 － 72,670 －

　

②　【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社駐車場綜合研究所

東京都渋谷区渋谷

３－６－６
7,490 － 7,490 9.3

計 － 7,490 － 7,490 9.3

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年

４月

 

５月

 

６月

 

７月

 

８月

 

９月

 

10月

 

11月

 

12月

最高(円) 19,80029,75026,19024,50022,08019,00015,82014,60019,900

最低(円) 13,60014,30014,00017,20014,00014,25011,72011,53013,540

(注) 株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第３四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおり

であります。

　

(1)　新任役員

該当事項はありません。

　

(2)　退任役員

該当事項はありません。

　

(3)　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 事業開発本部　本部長 常務取締役 駐車場運営事業部長 吉本　國隆 平成22年９月１日

取締役 事業開発本部　部長 取締役
コンサルティング

営業部長
傍島　浩一 平成22年９月１日

取締役 事業開発本部　部長 取締役 経営管理部長 髙田　之 平成22年11月１日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　　なお、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連

結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）については、改正後の四半期連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。

（2）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）については、改正前の四半期財務諸表規則に基づいて

作成しております。

（3）当社は、当連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及

び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）から四半期連結財務諸表を

作成しているため、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前

第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）の四半期連結損益計算書、並

びに前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）の四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書は記載しておりません。そのため、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）の四

半期損益計算書、並びに前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）の四半

期キャッシュ・フロー計算書を記載しております。また、前連結会計年度末の要約貸借対照表に代えて、

前事業年度末の要約貸借対照表を記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）

に係る四半期財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月

１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四

半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】
【当第３四半期連結会計期間末】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 518,099

売掛金 61,305

仕掛品 406

貯蔵品 10,148

前払費用 109,375

その他 55,869

流動資産合計 755,206

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 262,121

その他（純額） ※
 413,551

有形固定資産合計 675,672

無形固定資産 6,849

投資その他の資産

敷金及び保証金 175,669

保険積立金 72,982

その他 10,265

投資その他の資産合計 258,916

固定資産合計 941,438

資産合計 1,696,644

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 37,458

リース債務 35,647

未払金 131,115

未払法人税等 23,045

前受金 135,586

預り金 224,282

その他 28,460

流動負債合計 615,596

固定負債

長期借入金 270,080

リース債務 105,989

退職給付引当金 15,381

資産除去債務 7,972

その他 5,609

固定負債合計 405,033

負債合計 1,020,629
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 158,703

資本剰余金 138,123

利益剰余金 421,959

自己株式 △66,022

株主資本合計 652,763

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △4,621

評価・換算差額等合計 △4,621

新株予約権 8,974

少数株主持分 18,899

純資産合計 676,015

負債純資産合計 1,696,644
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【前事業年度末の要約貸借対照表】
(単位：千円)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 654,501

売掛金 56,000

仕掛品 495

前払費用 100,223

その他 68,508

流動資産合計 879,729

固定資産

有形固定資産

機械及び装置（純額） ※
 77,802

リース資産（純額） ※
 134,638

その他（純額） ※
 28,354

有形固定資産合計 240,794

無形固定資産 8,807

投資その他の資産

敷金及び保証金 163,514

保険積立金 72,982

その他 6,618

投資その他の資産合計 243,115

固定資産合計 492,717

資産合計 1,372,447

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 28,366

リース債務 29,181

未払金 113,076

未払法人税等 66,086

前受金 113,174

預り金 197,760

賞与引当金 18,185

その他 54,704

流動負債合計 620,535

固定負債

リース債務 108,386

退職給付引当金 12,627

その他 5,790

固定負債合計 126,804

負債合計 747,339
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(単位：千円)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 158,703

資本剰余金 138,123

利益剰余金 389,816

自己株式 △66,022

株主資本合計 620,620

新株予約権 4,487

純資産合計 625,107

負債純資産合計 1,372,447
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(2)【四半期連結損益計算書】
【当第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,903,117

売上原価 2,441,592

売上総利益 461,525

販売費及び一般管理費 ※
 376,658

営業利益 84,866

営業外収益

受取利息 42

受取手数料 8,298

為替差益 2,749

その他 1,665

営業外収益合計 12,756

営業外費用

支払利息 4,951

その他 282

営業外費用合計 5,234

経常利益 92,388

特別損失

固定資産売却損 33

固定資産除却損 272

投資有価証券評価損 1,000

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,219

特別損失合計 3,525

税金等調整前四半期純利益 88,862

法人税、住民税及び事業税 51,492

法人税等調整額 2,172

法人税等合計 53,664

少数株主損益調整前四半期純利益 35,198

少数株主損失（△） △10,534

四半期純利益 45,732
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【前第３四半期累計期間】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 2,712,232

売上原価 2,295,244

売上総利益 416,988

販売費及び一般管理費 ※
 324,527

営業利益 92,460

営業外収益

受取利息 46

受取手数料 9,332

その他 1,445

営業外収益合計 10,824

営業外費用

支払利息 4,579

支払手数料 －

その他 170

営業外費用合計 4,750

経常利益 98,534

特別損失

固定資産除却損 512

特別損失合計 512

税引前四半期純利益 98,022

法人税、住民税及び事業税 46,150

法人税等調整額 △169

法人税等合計 45,981

四半期純利益 52,040
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【当第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 994,586

売上原価 833,048

売上総利益 161,537

販売費及び一般管理費 ※
 138,860

営業利益 22,677

営業外収益

受取利息 12

受取手数料 2,558

為替差益 1,153

その他 719

営業外収益合計 4,444

営業外費用

支払利息 1,790

その他 3

営業外費用合計 1,793

経常利益 25,328

特別損失

固定資産除却損 265

投資有価証券評価損 1,000

特別損失合計 1,265

税金等調整前四半期純利益 24,062

法人税、住民税及び事業税 19,079

法人税等調整額 1,458

法人税等合計 20,538

少数株主損益調整前四半期純利益 3,524

少数株主損失（△） △7,172

四半期純利益 10,696
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【前第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 915,099

売上原価 765,158

売上総利益 149,940

販売費及び一般管理費 ※
 120,572

営業利益 29,368

営業外収益

受取利息 15

受取手数料 4,243

その他 349

営業外収益合計 4,608

営業外費用

支払利息 1,436

支払手数料 －

その他 153

営業外費用合計 1,589

経常利益 32,386

税引前四半期純利益 32,386

法人税、住民税及び事業税 14,515

法人税等調整額 1,500

法人税等合計 16,015

四半期純利益 16,371
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【当第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 88,862

減価償却費 58,010

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,753

賞与引当金の増減額（△は減少） △14,821

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,219

受取利息及び受取配当金 △42

支払利息 4,951

固定資産売却損 33

固定資産除却損 272

売上債権の増減額（△は増加） △5,305

たな卸資産の増減額（△は増加） 858

前払費用の増減額（△は増加） △9,161

未払金の増減額（△は減少） 16,447

預り金の増減額（△は減少） 26,521

前受金の増減額（△は減少） 22,411

その他 △33,659

小計 160,353

利息及び配当金の受取額 4

利息の支払額 △4,942

法人税等の支払額 △90,073

営業活動によるキャッシュ・フロー 65,342

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △453,486

有形固定資産の売却による収入 50

無形固定資産の取得による支出 △303

敷金及び保証金の差入による支出 △15,426

敷金及び保証金の回収による収入 2,470

投資活動によるキャッシュ・フロー △466,695

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △20,828

少数株主からの払込みによる収入 31,268

配当金の支払額 △13,488

リース債務の返済による支出 △25,543

財務活動によるキャッシュ・フロー 271,408

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,457

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △136,401

現金及び現金同等物の期首残高 654,501

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 518,099
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【前第３四半期累計期間】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 98,022

減価償却費 42,985

保険解約損益（△は益） 9

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,284

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,695

受取利息及び受取配当金 △46

支払利息 4,579

固定資産除却損 512

売上債権の増減額（△は増加） △6,982

たな卸資産の増減額（△は増加） △373

前払費用の増減額（△は増加） △8,578

未払金の増減額（△は減少） △14,393

預り金の増減額（△は減少） 21,851

前受金の増減額（△は減少） △14,953

その他 66,027

小計 181,249

利息及び配当金の受取額 8

利息の支払額 △4,509

法人税等の還付額 25,155

法人税等の支払額 △7,113

営業活動によるキャッシュ・フロー 194,791

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,576

無形固定資産の取得による支出 △1,334

敷金及び保証金の差入による支出 △54

敷金及び保証金の回収による収入 100

保険積立金の積立による支出 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,864

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △20,828

配当金の支払額 △13,611

リース債務の返済による支出 △18,569

財務活動によるキャッシュ・フロー △53,009

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 129,917

現金及び現金同等物の期首残高 493,003

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 622,920
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【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年12月31日）

連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲に関する事項の変更

　当連結会計年度の第２四半期連結会計期間から、派蒙蜂巣停

車場管理（北京）有限公司を連結の範囲に含め、当第３四半

期連結会計期間から派蒙蜂巣停車場管理（天津）有限公司及

び派盟静態交通技術開発（天津）有限公司の２社を連結の対

象に含めております。

（2）連結子会社数

　　　３社

 
　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に

ついては、追加情報に記載しております。

【表示方法の変更】

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年12月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価

償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。
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【追加情報】

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年12月31日）

１　連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数　３社

　　派蒙蜂巣停車場管理（北京）有限公司

　　派蒙蜂巣停車場管理（天津）有限公司

　　派盟静態交通技術開発（天津）有限公司

当連結会計年度の第２四半期連結会計期間から派蒙蜂巣停車

場管理（北京）有限公司を連結の範囲に含めており、当第３

四半期連結会計期間より、新たに設立した派蒙蜂巣停車場管

理（天津）有限公司及び派盟静態交通技術開発（天津）有限

公司を連結の範囲に含めております。

（2）主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

２　持分法の適用に関する事項 　該当事項はありません。

３　連結子会社の事業年度に関する事項 　連結子会社である派蒙蜂巣停車場管理（北京）有限公司、派蒙蜂

巣停車場管理（天津）有限公司及び派盟静態交通技術開発（天

津）有限公司の決算日は、12月31日であります。

　当第３四半期連結財務諸表の作成にあたっては、派蒙蜂巣停車場

管理（北京）有限公司が９月30日現在で実施した決算に基づく財

務諸表を使用し、派蒙蜂巣停車場管理（天津）有限公司及び派盟

静態交通技術開発（天津）有限公司が設立時に作成した財務諸表

を使用しております。

４　会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

 

イ　有価証券

（1）満期保有目的の債券

　　 原価法

（2）その他有価証券

　　 時価のないもの

　　 　移動平均法による原価法

 

ロ　たな卸資産

　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

によっております。

（1）仕掛品

　　 個別法による原価法

（2）貯蔵品

　　 最終仕入原価法
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年12月31日）

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 （1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　 当社は定率法を採用しております。在外子会社は主として定額

法を採用しております。

　　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　 建物及び構築物　　　　８～25年

　　　 その他　　　　　　　　２～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　 定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

（３）重要な引当金の計上基準

 

（1）貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。当社では、過去及び当第３四半期連結累計

期間において貸倒実績がなく、貸倒懸念債権等もないこ

とから、引当を行っておりません。

（2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当第３四半期連結累計期間負担額を計上

しております。

（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当第３四半期連結会計

期間末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。なお、退職給付債務の計算については、簡便法

を採用しております。

（４）その他四半期連結財務諸表作成のための

重要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっておりま

す。

（５）連結子会社の資産及び負債の評価に関

する事項

在外子会社の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、９月30日の直物為

替相場により円貨に換算しております。換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しており

ます。

（６）四半期連結キャッシュ・フローにおける

資金の範囲

　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年12月31日）

（７）ヘッジ会計の方法

 
 
 
 
 
 

(1）重要なヘッジ会計の方法

　当第３四半期連結会計期間において、借入金の一部に対して

金利スワップ契約を締結しております。金利スワップに関す

る当社のヘッジ会計の方法は、次のとおりであります。

　　　　①ヘッジ会計の方法

　　　　　当社は、繰延ヘッジ処理を採用しております。

　　　　　なお金利スワップについて特例処理の要件を満たしてい

る場合には特例処理を採用しております。

　　　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　a)ヘッジ手段・・・金利スワップ

　　　　　b)ヘッジ対象・・・借入金

　　　　③ヘッジ方針

　　　　　当社の借入金に係るヘッジ取引は、社内管理規定に基づ

き、通常の取引の範囲内において、将来の金利変動リ

スクの回避（キャッシュ・フローの固定）を目的と

して行っております。

　　　　④ヘッジの有効性評価の方法

　　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場

変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

または相場変動を四半期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

　　　　　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。

（８）資産除去債務の計上基準 　当連結会計年度の第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関

する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益及び経常利益は960千円、税金等調整前四半

期純利益は3,179千円減少しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務に相当するものの変動額は5,452千円

であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額      245,109千円
 

※　担保資産
担保に供されている資産について、事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前会計年度の末日
に比べて著しい変動が認められるものの金額は次
のとおりであります。

建物及び構築物 258,729千円
その他（土地） 142,633千円
合計 401,363千円
 

　

当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を作

成しているため、前連結会計年度末の要約連結貸借対照表に代えて、前事業年度末の要約貸借対照表を記載し

ております。

　なお、前事業年度末の要約貸借対照表における（四半期貸借対照表関係）注記は次のとおりであります。

　

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額      190,647千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　 至　平成22年12月31日）

※　　販売費及び一般管理費の主なもの
 　　役員報酬 89,123千円
 　　給与手当 92,408 〃
 　　法定福利費 17,168 〃
 　　退職給付費用 2,755 〃
 　　減価償却費 10,846 〃
 　　地代家賃 18,494 〃
 　　旅費交通費 20,890 〃
 　　業務委託費 48,771 〃
 　
 
　

　
当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を作

成しているため、前第３四半期連結累計期間については記載しておりません。

　なお、前第３四半期累計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、次のとおりであります。

　

前第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

※　　販売費及び一般管理費の主なもの
 　　役員報酬 77,454千円
 　　給与手当 74,172 〃
 　　法定福利費 18,233 〃
 　　賞与引当金繰入額 3,434 〃
 　　退職給付費用 2,749 〃
 　　減価償却費 9,176 〃
 　　地代家賃 15,846 〃
 　　旅費交通費 12,857 〃
 　　業務委託費 51,672 〃
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主なもの
 　　役員報酬 30,399千円
 　　給与手当 29,012 〃
 　　法定福利費 5,304 〃
 　　退職給付費用 1,383 〃
 　　減価償却費 4,180 〃
 　　地代家賃 6,035 〃
 　　旅費交通費 6,999 〃
 　　業務委託費 17,254 〃
 
　

　

　当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を

作成しているため、前第３四半期連結会計期間については記載しておりません。

　なお、前第３四半期会計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、次のとおりであります。

　

前第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

※　　販売費及び一般管理費の主なもの
 　　役員報酬 28,823千円
 　　給与手当 27,060 〃
 　　法定福利費 6,332 〃
 　　賞与引当金繰入額 △5,195 〃
 　　退職給付費用 956 〃
 　　減価償却費 3,566 〃
 　　地代家賃 5,181 〃
 　　旅費交通費 4,323 〃
 　　業務委託費 21,059 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※　　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間
末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係（平成22年12月31日現
在）

　
現金及び預金勘定 518,099千円
現金及び現金同等物 518,099千円
　
　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を作

成しているため、前第３四半期連結累計期間については記載しておりません。

　なお、前第３四半期累計期間における（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）注記は、次のとおりであり

ます。

　

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
 現金及び預金 622,920千円
 現金及び現金同等物 622,920千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 80,160

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,490

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類
目的となる株式の数

(株)

当第３四半期
連結会計期間末残高

(千円)

提出会社 － －
8,974
（40）

合計 －
8,974
（40）

（注）1．（　）内の数字は自己新株予約権の個数であります。

　　  2．ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　　　3．自己新株予約権の株式の種類は全て普通株式であり、当第３四半期連結会計期間末残高は０円となっておりま

す。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 13,589 187平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金

　

(2)　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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【セグメント情報】

　（追加情報）

「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平成21年３月27日）及び「セグ

メント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号  平成20年３月21日）

を適用しております。

　

　当社グループの報告セグメントは駐車場事業の単一セグメントであるため、セグメント情報について記載し

ておりません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　　1,495千円
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

　

１株当たり純資産額 8,918.97円

　
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額（千円） 676,015

普通株式に係る純資産額（千円） 648,141

差額の主な内訳（千円） 　

新株予約権
少数株主持分

8,974
18,899

普通株式の発行済株式数（株） 80,160

普通株式の自己株式数（株） 7,490

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

72,670

　
当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を作

成しているため、前連結会計年度末の要約連結貸借対照表に代えて、前事業年度末の要約貸借対照表を記載し

ております。

　なお、前事業年度末における１株当たり純資産額に係る注記は次のとおりであります。

　

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 8,540.25円

　
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前事業年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 625,107

普通株式に係る純資産額（千円） 620,620

差額の主な内訳（千円）
　新株予約権

 
4,487

普通株式の発行済株式数（株） 80,160

普通株式の自己株式数（株） 7,490

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

72,670
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２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益金額 629.32円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

608.55円

　
　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 45,732

普通株式に係る四半期純利益（千円） 45,732

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 72,670

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

－

普通株式増加数（株） 2,480

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－

　

　当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を

作成しているため、前第３四半期連結累計期間については、記載しておりません。

　なお、前第３四半期累計期間における１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益金額 716.12円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

714.36円

　
　

(注)１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 52,040

普通株式に係る四半期純利益（千円） 52,040

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 72,670

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

－

普通株式増加数（株） 179

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)
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１株当たり四半期純利益金額 147.19円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

143.24円

　
　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 10,696

普通株式に係る四半期純利益（千円） 10,696

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 72,670

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

　

普通株式増加数（株） 2,004

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－

　当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を

作成しているため、前第３四半期連結会計期間については、記載しておりません。

　なお、前第３四半期会計期間における１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額は、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月30日)

　

１株当たり四半期純利益金額 225.28円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

223.40円

　
　

(注)１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 16,371

普通株式に係る四半期純利益（千円） 16,371

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 72,670

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

－

普通株式増加数（株） 611

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

株式会社駐車場綜合研究所

　　　　　　　取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    平　井　　　清   　　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    大　谷　　　はるみ    印
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社駐車場綜合研究所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第13期事業年度の第３四半期会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社駐車場綜合研究所の平成21年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月14日

株式会社駐車場綜合研究所

取締役会  御中

　

有限責任　あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    平　井　　　清    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大　谷　はるみ    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社駐車場綜合研究所の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平

成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社駐車場綜合研究所及び連結子会社の

平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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